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研究成果の概要（和文）：本研究では、学校教育の教科学習の中でエネルギー環境教育を行う方

法を示し、温暖化防止の観点から技術評価力や実践力を調べた。その結果、中学校におけるロ

ボット教材を用いた技術科の授業として登坂型省エネルギーロボットの製作が提案された。ま

た照明製作の授業で生徒の地球温暖化防止活動を活発化させるためには、照明比較実験などの

体験活動のみならず、ふりかえり活動が有効であることが示された。さらに公立学校の光熱水

量を調査し、使用量の多い項目を地球温暖化の授業テーマとする方法を提案した。また水がテ

ーマとして選ばれた学校に対して、節水と省エネルギーの関係を理解させるために開発された

水処理実験装置を用いた授業実践を行った結果、最大 40%の節水効果が得られた。これに対し、

高校生や大学生を対象とした原子力ワークショップから、専門家との対話や関連知識の提供の

みではエネルギーや原子力の概念化は困難であることが示され、教師は専門的な知識より、フ

ァシリテーター能力や解説能力が必要であることが連想法によって示された。また電源やエア

コンを例として技術評価の能力を育成するための支援教材が、一対比較法を利用して開発され

た。この中で中学校技術科の授業実践では、2 次元動作解析システムを利用した教材が、工具

操作（鋸挽き）技能の向上と授業時数の短縮化に寄与したことから、教科に温暖化防止活動を

入れることが可能になった。 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, a method of teaching energy and environmental 
education in course work of school education has been introduced and the prospect of 
developing skills to evaluate and apply technology from the view point of promoting global 
warming countermeasures has been examined.  As a result, production of hill-climbing 
energy conservation robot has been proposed in the technology education class in junior 
high schools.  Also, in the class teaching how to make lighting equipment, comparative 
experiments of different lighting method revealed the importance of reviewing session after 
the hands-on activities in order to further encourage climate change actions. Utility 
consumption review in public schools has been conducted, and the utility that showed the 
highest consumption rate at each school was set as a target subject to be re-examined.  For 
those schools that had excessive water consumption, experimental ozone water treatment 
units developed to help students learn the relationship between water conservation and 
energy saving were introduced.  And as a result, they were able to cut down the water bill 
in maximum of 40%. The nuclear power workshop held for senior high school and college 
students suggested that the discussion with specialists or the relevant knowledge provided 
alone is not enough to help students conceptualize the idea of atomic energy.  The 
association methods indicated that teachers need to have ability to be good facilitators and 
commentators as well as having specialized knowledge. Support materials to foster the 
ability of technology assessment for power and air conditioning has been developed using 
the analytic hierarchy process.  Among those, educational materials with two-dimensional 
motion analysis system introduced in technology education class in junior high school 
contributed to the technological advancement of tool handling, such as sawing, and 
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reduction of class hours. These materials made it possible to integrate some activities 
concerning the current situation of global warming into class curriculum. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００９年度 2,300,000 690,000 2,990,000 

２０１０年度 600,000 180,000 780,000 

２０１１年度 500,000 150,000 650,000 

年度    

年度    

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：科学教育・教育工学・科学教育 
キーワード：産業・技術教育・エネルギー環境教育 
 
１．研究開始当初の背景 
現在、地球温暖化防止活動が、各分野で訴

えられているが、家庭や学校を含めた地域社
会での取組は十分ではない。この理由は、エ
ネルギーや環境に関する内容が教科の中に
分散し、環境教育＝理科として捉えている教
員が多く、教員のエネルギーや環境に関する
知識が不足していることが挙げられる。この
対策として政府は、省エネ教育推進モデル校
（H18 年度で終了）やエネルギー教育実践校
事業等といった支援活動を行っているが、ベ
オグラード憲章に則った評価項目に掲げた
学習を進めている学校は少なく、ESD への発
展も見られない。また、EMS（環境マネージ
メントシステム）の考え方（PDCA サイクル）
を導入した教育実践も増えてきたが、削減目
標を重要視するあまり、教育で大切な「学び
のプロセス」を軽視した授業も多い。 
 
２．研究の目的 
本研究では、新学習指導要領を踏まえつつ、

小・中学校の学習目標・授業内容とエネルギ
ー環境教育の目標を子どもの発達段階に合
わせながら系統的にマッチさせ、それに必要
な教材・教具を開発することで、①体験的な
実践事例の整備、②それらの情報提示用 Web
の開設と効果的な温暖化防止活動推進法（教
師の情報提示方法など）を明らかにすること
を目標とする。 
 
３．研究の方法 
本研究では、以下の 4 項目に示すように、

教科内で利用可能なエネルギー環境教育用
教材の開発と授業実践、及び連想法や定期試
験、アンケート調査によるそれらの評価、温
暖化防止に関する授業による実践力の評価
や学習指導に関する検討や原子力に関する

情報提供の在り方を考察することで、エネル
ギー環境教育の体系化を行う。 
(1) 省エネルギー型ロボットづくり（加工・
制御技術とエネルギー変換）：適切な材料・
変速機の選択による登坂型省エネルギーロ
ボットの製作 
(2) 社会で役立つ技術（電源や家電製品のベ
ストミックスや発電システムの教材化）：原
子力や再生可能エネルギーの調査と一対比
較法による技術選択が可能な ICT 活用教材
の作成と原子力に関する知識の提供手法の
検討 
(3) 公立学校の光熱水量調査と温暖化対策授
業の提案：光熱水量調査に基づいた地球温暖
化防止活動授業のテーマ選定及び節水用教
材の開発と節水効果 
(4) 照明づくり（木材加工・エネルギー変
換）：2 次元動作解析システムによる木材加工
指導用教材の開発による技術観の育成と電
球比較実験とふりかえり（言語）活動による
省エネ実践行動の評価 
 
４．研究成果 
(1) 中学校におけるロボット教材を用いた技
術科の授業として、材料選択と動力伝達、及
び消費電力量といった技術評価を生徒に学
ばせるために、「特定制約下での最適化によ
るものづくり」が提案された。その結果、試
作した「変速機付き自転車と回転計」と「ト
ルク測定実験装置」を用いた授業では、ギア
と速度・トルクについて 85％の生徒に知識が
定着したが、ギアと消費電力の関係について
は、70％程度と理解の割合が低かった。また、
製作過程で穴あけ用シートを用いることで、
授業時間の短縮と加工精度の向上を確認し
た。そして、競技会の評価項目を技術的な 3
項目(移動速度、斜面移動時の電力と、消費



電力量)に絞ることで、生徒が製作したロボ
ットの約 50%が完走し、22時間程度の授業時
数で、穴あけ加工、材料選択、動力伝達、エ
ネルギー消費量の学習ができることが分か
った。 
(2) 消費者（生徒）の環境や値段、利便性と
いった評価項目に対する重視度を、発電シス
テムや家電製品（例としてエアコン）が各評
価項目に対して持つ評価ポイントと比較・適
合させる情報提供システムを開発し、家庭で
できる新たな温暖化対策や教材としての可
能性を検討した。家電製品ついては省エネ機
器選択時の情報源として有用であるとのア
ンケート結果が得られたが、製品情報のデー
ターベース化に課題が残った。また、発電シ
ステムについては、福島第一原子力発電所事
故により発電単価等の基礎情報が大幅に変
わったため、教材の評価が行えなかった。こ
れを補うために、原子力などの発電システム
やエネルギーに関する専門知識を提供する
手法を検討した。具体的には、高等専門学校
生や大学生に対するワークショップを開催
した。高等専門学校生に対して原子力の専門
家と共にワークショップを連想法によって
授業評価を行った結果、10 人程度のグループ
学習は、原子力や放射線の内容を余り知らな
い学生でも興味・関心を与え、楽しみながら
学習をさせるには有効な手法であった。グル
ープ毎のテーマ学習の結果、安全性、放射線、
地球温暖化、廃棄物処理では学習前後で情報
エントロピの減少していることから知識や
意見の集約化が起こっており、核兵器や地球
環境ではそれが増加していることからイメ
ージの拡大が見られた。学生が記述した二語
連想文から、因果と仮定がワークショップ前
後で減少したことから、このワークショップ
が目的とした視点の広がりや意識改革より
も、知識獲得が主の学習であることが分かっ
た。 
(3) 学校で手軽に行えるエネルギー環境教育
の実施例を示すために、まず、佐世保市内の
公立学校の光熱水量の消費動向調査を行い、
環境教育や総合的な学習の時間に関する調
査から得られたエネルギー環境教育の目的
と手法について概説すると共に、それに基づ
いた授業内容の提案として公立中学校での
実践例を示した。その結果、光熱水消費量と
人員数の間には比較的良い相関関係が見ら
れ、それらのデータと近似曲線から得られる
データの差から、各学校における省エネルギ
ー教育のテーマ（電気、ガス、水道水）の優
先順位を決めることができることを示した。
そして、エネルギー環境教育には、エネルギ
ーや環境の知識のみならず、教師のファシリ
テーション能力が重要であることを示した。
さらに、佐世保市内の公立学校での授業実践
例を示し、学校の光熱水量の低減の可能性を

示した。これをもとに、赤色 102号水溶液の
オゾン分解処理実験装置を 2万円以下で開発
し、授業実践校の水道使用量を調査した結果、
授業を行った 8 月以降の水の消費量は、11と
12 月を除き前年度の同月に対して 1～4 割程
度低くなった。このことから、水処理とエネ
ルギーや環境、食料問題の関連性を認識させ、
処理実験を実演することで、節水行動が高ま
る可能性が示された。 
(4) ランプシェードの製作時に、2 次元動作
解析システムを利用した鋸挽き学習用視覚
教材を作成し、技能向上に与える影響を検討
した。検証したパラメーターは、鋸挽き作業
時の腕や鋸身、視点の変位量と、切断面の加
工精度（表面粗さ，角度）であり、連想法に
より鋸挽きに関する知識概念の獲得状況を
調査した。その結果、授業前後で比較すると、
鋸刃の使用範囲は大きくなり、ストローク速
度とひきこみ角度は、ばらつき度合いが小さ
くなった。また、切削面の表面粗さと角度は、
各々小さく、ほぼ直角になった。一方で、頭
部の動きや鋸身を真上から見るといった作
業姿勢やストロークはあまり改善が見られ
なかった。そして、連想法を用いた授業評価
からは、鋸挽きに関する知識量が増え、特に
鋸挽きの留意点に対する意識が深まったこ
とから、本教材が技能学習に利用できること
が分かった。さらに、製作するランプシェー
ドに用いる白熱電球、電球型蛍光灯と LED 電
球の比較実験等の体験と単元終了時のふり
かえり活動を通して、地球温暖化防止活動に
対する意識や実践状況の変化を学習プリン
ト、アンケートやテストから調査した結果、
約 3割の生徒に省エネ機器の選択について改
善が見られたが、省エネ活動等の実践への波
及効果は少なかった。表に示すように、実験
等の体験活動と比較してふりかえり活動の
省エネ電球選択率の方が 2.4倍高いことから、
温暖化防止活動を向上させるためには、ふり
かえり活動の充実が必要であることが分か
った。 
 
表．授業内容と電球選択の関係と使用電球と

の比較 

  製作活

動前 
電球比較

実験後 
レポート

作成後 
実際の利

用電球 
白熱 
電球 85.4 74.5 39.1 66.0 

電球型

蛍光灯 0.0 16.1 7.3 18.0 

LED 
電球 14.6 9.4 53.6 16.0 
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